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平 成 26 年 度 宍 粟 市 各 会 計 決 算 に 基 づ く 

健 全 化 判 断 比 率 等 に 係 る 審 査 意 見 書 

 

１  審 査 の 期 間  

平 成 27 年 7 月 28 日 ～ 平 成 27 年 8 月 21 日  

 

２  審 査 の 対 象  

平 成 26 年 度 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 決 算 に 基 づ く 健 全 化 判 断 比 率 及 び 資 金

不 足 比 率  

 

３  審 査 の 方 法  

市 長 か ら 提 出 さ れ た 健 全 化 判 断 比 率 、 資 金 不 足 比 率 及 び そ の 算 定 の 基 礎 と

な る 事 項 を 記 載 し た 書 類 が 適 正 に 作 成 さ れ て い る か を 主 眼 に 、 関 係 諸 帳 簿 等

と の 照 合 並 び に 関 係 職 員 か ら 説 明 を 聴 取 し 審 査 し た 。  

 

４  審 査 の 結 果  

 (1)総 合 意 見  

審 査 に 付 さ れ た 下 記 の 健 全 化 判 断 比 率 、 資 金 不 足 比 率 及 び そ の 算 定 の 基 礎 と

な る 事 項 を 記 載 し た 書 類 は 、 い ず れ も 適 正 に 作 成 さ れ て い る も の と 認 め た 。  

記  

 健 全 化 判 断 比 率                        （ 単 位：％ ） 

資 金 不 足 比 率                         （ 単 位：％ ） 

 ※ 早 期 健 全 化 基 準 、 財 政 再 生 基 準 、 経 営 健 全 化 基 準 は 平 成 26 年 度 に お け る 基 準 で あ る 。  

区     分  平 成 26 年 度  平 成 25 年 度  早 期 健 全 化 基 準  財 政 再 生 基 準  

実 質 赤 字 比 率  －  －  12.75 20.0 

連 結 実 質 赤 字 比 率  －  －  17.75 30.0 

実 質 公 債 費 比 率  15.1 16.6 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率  136.5 144.9 350.0  

区       分  平 成 2 6 年 度  平 成 2 5 年 度  経 営 健 全 化 基 準  

法

適

用  

水 道 事 業 特 別 会 計  －  －  20.0 

病 院 事 業 特 別 会 計  －  －  20.0 

農 業 共 済 事 業 特 別 会 計  －  －  20.0 

法

非

適

用  

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計  －  －  20.0 

下 水 道 事 業 特 別 会 計  －  －  20.0 

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計  －  －  20.0 
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① 実 質 赤 字 比 率  

普 通 会 計 （ 一 般 会 計 、 鷹 巣 診 療 所 特 別 会 計 ） ベ ー ス に お け る 実 質 赤 字 額 が 標

準 財 政 規 模 に 占 め る 割 合 で 、平 成 25 年 度 及 び 平 成 26 年 度 と も に 赤 字 額 が 生 じ

て い な い こ と か ら 「 － 」 で 表 示 し て お り 、 平 成 26 年 度 に お け る 早 期 健 全 化 基

準 の 12.75％ を 下 回 っ て い る 。  

 

② 連 結 実 質 赤 字 比 率  

全 て の 会 計 （ 一 般 会 計 、 7 特 別 会 計 、 3 公 営 企 業 会 計 ） を 合 わ せ た 赤 字 額 が

標 準 財 政 規 模 に 占 め る 割 合 で 、平 成 25 年 度 及 び 平 成 26 年 度 と も に 赤 字 額 が 生

じ て い な い こ と か ら 「 － 」 で 表 示 し て お り 、 平 成 26 年 度 に お け る 早 期 健 全 化

基 準 の 17.75％ を 下 回 っ て い る 。  

 

③ 実 質 公 債 費 比 率  

  一 般 会 計 の 元 利 償 還 金 、 公 営 企 業 等 に 係 る 一 般 会 計 か ら の 繰 出 金 及 び 構 成 市

町 と な っ て い る 一 部 事 務 組 合 に 係 る 経 費 負 担 の う ち 元 利 償 還 金 に 充 て ら れ た 額

等 の 合 計 額 が 、 標 準 財 政 規 模 （ 償 還 金 等 及 び 標 準 財 政 規 模 と も に 元 利 償 還 金 ・

準 元 利 償 還 金 に 係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 は 除 く ） に 占 め る 割 合 で 、 平 成 26

年 度 は 15.1％ と な っ て お り 前 年 度 よ り 1.5 ポ イ ン ト 減 少 し た 。  

主 な 要 因 と し て は 、 公 営 企 業 地 方 債 償 還 に か か る 繰 入 金 が 149,536 千 円 増

加 し 、 基 準 財 政 需 要 額 算 入 の 公 債 費 が 72,277 千 円 減 少 し た こ と に よ り 0.6％

上 昇 し た が 、 地 方 債 元 利 償 還 金 が 369,125 千 円 減 少 し 、 災 害 復 旧 費 等 に 係 る

基 準 財 政 需 要 額 が 307,024 千 円 、 標 準 税 収 入 、 交 付 税 、 臨 時 財 政 対 策 債 が

132,508 千 円 増 加 し た こ と に よ り 、 2.1％ の 減 少 と な っ た 。  

早 期 健 全 化 基 準 25.0％ は 下 回 っ て い る 。ま た 、地 方 債 発 行 が 県 へ の 協 議 制 か

ら 許 可 制 と な る 18.0％ を 2.9 ポ イ ン ト 下 回 っ て い る 。  

   

④ 将 来 負 担 比 率  

  一 般 会 計 に お け る 地 方 債 残 高 、 債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 支 出 予 定 額 、 企 業 会 計

等 に お け る 地 方 債 残 高 の う ち 一 般 会 計 か ら の 繰 出 見 込 額 、 一 部 事 務 組 合 に 係 る

負 担 見 込 額 、 退 職 手 当 負 担 見 込 額 の 合 計 額 が 、 標 準 財 政 規 模 （ 将 来 負 担 額 及 び

標 準 財 政 規 模 と も に 交 付 税 に 算 入 さ れ る 額 等 は 除 く ）に 占 め る 割 合 で 、平 成 26

年 度 は 136.5％ と な っ て お り 前 年 度 よ り 8.4 ポ イ ン ト 減 少 し た 。 平 成 26 年 度

に お け る 早 期 健 全 化 基 準 の 350.0％ を 下 回 っ て い る 。 主 な 要 因 と し て は 、 充 当

可 能 特 定 歳 入 が 147,582 千 円 、 基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 が 1,290,896 千

円 減 少 し 、 算 入 公 債 費 等 （ 分 母 控 除 数 値 ） が 244,704 千 円 増 加 し た こ と に よ

り 、 15.1％ 増 加 し た が 、 地 方 債 残 高 が 1,254,758 千 円 、 退 職 手 当 負 担 見 込 額
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が 405,319 千 円 、 公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 が 876,975 千 円 、 組 合 負 担 等 見

込 額 （ に し は り ま 環 境 事 務 組 合 分 の 地 方 債 残 高 が 減 少 ） が 34,011 千 円 減 少 し

た こ と 、 充 当 可 能 基 金 が 10,769 千 円 、 標 準 財 政 規 模 が 増 加 し た こ と に よ り

23.5％ 減 少 し た 。  

 

⑤ 資 金 不 足 比 率  

各 公 営 企 業 の 資 金 の 不 足 額 の 事 業 規 模 に 対 す る 割 合 で 、平 成 25年 度 及 び 平 成 26

年 度 と も に 全 て の 公 営 企 業 会 計 で 資 金 不 足 額 が 生 じ て い な い こ と か ら 「 － 」 で 表

示 し て お り 、 平 成 26年 度 に お け る 早 期 健 全 化 基 準 の 20.0％ を 下 回 っ て い る 。  

 

(2)個 別 意 見  

① 連 結 実 質 赤 字 比 率 に つ い て  

全 て の 会 計 に お い て 赤 字 額 は 発 生 し て い な い が 、 病 院 事 業 特 別 会 計 に お い て

単 年 度 経 常 収 支 は 平 成 25年 度 よ り 73,257千 円 多 い 484,392千 円 の 損 失 額 を

計 上 し て お り 、 内 部 留 保 資 金 や 他 会 計 借 入 等 を 補 填 し て い る 。 平 成 26年 度 の 病

院 事 業 に つ い て は 、 医 師 を 中 心 に 病 床 利 用 数 の 改 善 や 患 者 数 の 増 加 に 取 り 組 ま

れ て き た が 、 依 然 と し て 厳 し い 状 況 に あ る 。 引 き 続 き 、 健 全 経 営 に 向 け た 取 り

組 み に 努 め ら れ た い 。  

 

② 実 質 公 債 費 比 率 に つ い て  

実 質 公 債 費 比 率 は 前 年 度 と 比 較 し て 1.５ ポ イ ン ト 減 少 し 、 早 期 健 全 化 基 準 以

下 と な っ て い る だ け で な く 、 昨 年 に 引 き 続 き 地 方 債 許 可 団 体 と な る 18.0％ を 下

回 っ た 。  

こ れ は 、 平 成 22年 度 以 降 、 計 画 的 に 繰 上 償 還 を 実 施 し た こ と に よ り 元 利 償 還

金 が 減 少 し た こ と に 加 え て 、 合 併 特 例 債 の 交 付 税 算 入 さ れ る 元 利 償 還 金 の ウ ェ

ー ト が 増 加 し た 結 果 に よ る 。平 成 26年 度 に お い て も 1,087,260千 円 の 繰 上 償 還

を 実 施 す る な ど 、 平 成 32年 の 交 付 税 一 本 算 定 に 向 け た 取 り 組 み が さ れ て い る 。  

し か し な が ら 、 今 後 は 、 公 営 企 業 お よ び 一 部 事 務 組 合 に 対 す る 償 還 費 相 当 分

繰 出 の 増 加 が 予 想 さ れ る こ と か ら 、 更 な る 財 政 の 健 全 化 と 比 率 の 抑 制 を 図 る べ

く 民 間 資 金 の 繰 上 償 還 等 に よ り 実 質 公 債 費 比 率 の 抑 制 に 努 め ら れ た い 。  

 

③ 将 来 負 担 比 率 に つ い て  

将 来 負 担 比 率 は 前 年 度 と 比 較 す る と 、8.4ポ イ ン ト 減 少 し 、早 期 健 全 化 基 準 以
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下 と な っ て い る 。  

平 成 26年 度 末 の 将 来 負 担 額 の 総 額 は 64,395,064千 円 で 、そ の 内 普 通 会 計 に

お け る 地 方 債 現 在 高 は 31,474,271千 円 、 公 営 企 業 債 等 に 係 る 繰 出 金 及 び 組 合

負 担 等 見 込 額 は 27,540,975千 円 で 起 債 償 還 に 係 る も の が 全 体 の 95.2％ を 占

め て い る 。  

将 来 負 担 額 の 内 、充 当 可 能 な 基 金 、公 営 住 宅 家 賃 や 地 域 生 活 排 水 施 設（ ｺﾐｭﾆﾃ

ｨﾌﾟﾗﾝﾄ） 使 用 料 等 の 特 定 財 源 、 地 方 債 償 還 財 源 と し て 交 付 税 算 入 さ れ る 額 を 除

く 一 般 財 源 負 担 額 は 15,991,454千 円 で 、 平 成 25年 度 よ り 1,147,311千 円 の

減 と な っ て い る 。 こ れ も 、 将 来 負 担 比 率 が 減 少 し た こ と の 要 因 で あ る 。  

ま た 、 数 字 と し て は 表 れ て い な い が 、 上 下 水 道 施 設 、 総 合 病 院 を 中 心 に 耐 用

年 数 を 経 過 し た 施 設 が 多 く な っ て く る 現 状 、 ま た 、 新 た に 公 共 交 通 等 経 常 的 な

経 費 の 増 加 が 見 込 ま れ る 事 業 が 予 定 さ れ て お り 、 更 な る 計 画 的 な 財 政 運 営 が 必

要 と な る 。  

今 後 も 、 財 政 健 全 化 計 画 に 基 づ き 将 来 負 担 の 軽 減 に 努 め ら れ た い 。  

 

④ 資 金 不 足 比 率 に つ い て  

   各 公 営 企 業 と も 資 金 不 足 を 生 じ て い な い が 、 病 院 事 業 特 別 会 計 に お い て の

内 部 留 保 資 金 は 、年 々 減 少 傾 向 に あ り 、平 成 26 年 度 は 9,606 千 円 と 前 年 度

よ り 218,187 千 円 と こ こ 数 年 2 億 以 上 の 減 少 と な っ て い る 。 非 常 に 厳 し い

状 況 で は あ る 。 よ り 一 層 の 経 営 改 善 に 努 め ら れ た い 。 ま た 、 上 下 水 道 事 業 特

別 会 計 に つ い て も 、 施 設 の 長 寿 命 化 に 努 め る と と も に 、 将 来 的 な 施 設 更 新 に

向 け た 取 り 組 み を 進 め る た め よ り 一 層 の 経 営 改 善 に 努 め ら れ た い 。  

 

   実 質 公 債 費 比 率 に つ い て 18.0％ を 下 回 る こ と や 財 政 調 整 基 金 30 億 円 と い

う 当 面 の 目 標 に つ い て 、 達 成 す る こ と が で き た 。 こ れ は 、 計 画 的 な 繰 上 償 還

等 に よ る も の で あ る が 、 平 成 32 年 度 の 普 通 交 付 税 の 一 本 算 定 や 5 年 毎 に 実

施 さ れ る 国 勢 調 査 に お い て 2,000 人 程 度 減 少 す る こ と が 予 想 さ れ て お り 、新

た な 財 源 確 保 が で き な い か ぎ り 、 交 付 税 に 大 き く 依 存 す る 宍 粟 市 に と っ て は

非 常 に 厳 し い 未 来 が 待 っ て い る と 言 え る 。 今 後 も 最 少 の 経 費 で 最 大 の 効 果 と

い う 理 念 に 基 づ き 、今 の 内 か ら 体 質 改 善 を 行 い 、歳 出 削 減 を す る 必 要 が あ る 。   

本 当 に 必 要 な も の は 何 か 、 削 減 で き る 事 業 は な い か 再 度 検 証 し 財 政 の 健 全

化 、 ス リ ム 化 に 努 め ら れ た い 。  


